
 

 

 

 

 

 

土 木 工 事 標 準 仕 様 書 付 図                             
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付図－１ 工事現場保安施設設置要領 

 
下記設置要領は、国道、都道に適用する。 

国道については、「道路工事現場における標示施設等の設置基準の一部改正及び道路工事現場におけ

る工事情報看板及び工事説明看板の設置について（依頼）」（平成１８年４月１０日東国管一第２８－

４号）により施行する。 

また、本設置要領に記載がない事項については、「道路工事保安施設設置基準」（令和元年５月２１

日 国関整道管第８号）による。 

なお、区道、市町村道についての運用は、別途、道路管理者と協議し指示に従う。 

 

１ 工事表示板 

 以下の仕様のとおり、運用するものとする。
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令和 令和 

令
和 

令
和 
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別添 

下水道管を 
取替えています 

令和 〇 

令和 〇 

工事担当第○ 

工事担当第○ 
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工 事 看 板 表 示 基 準 

 

下水道工事における工事看板表示内容は、以下を原則とする。 

なお、本基準により難い場合は当局監督員と協議する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 再構築（浸水対策）工事の「下水道（管・施設）」は工事の対象物によって使い分けること。 

 ※2、※3「合流改善管渠（主要枝線）等（浸水対策除く）」「簡易合流改善施設設置工事」の〇〇は、

水域を示す。 例：××川 

 ※4 「点検・補修工事」の〇〇は、「マンホール」・「マンホールの蓋」・「下水道管」等の文言を用い

て、お客さまに理解しやすい文言を使用すること。

主な工種（工事内容） 件 名 工事看板の表示 

再構築（面整備）工事 
管渠改良工事 

下水道工事 ・古くなった下水道管を[取替・更生]しています 
・古くなった下水道管をリニューアルしています 

再構築（幹線）工事 下水道工事 古くなった下水道管をリニューアルしています 

再構築（浸水対策）工事 下水道工事 浸水から街を守る下水道（管・施設）をつくっていま

す※1 
合流改善管渠（主要枝線）

等（浸水対策除く） 
下水道工事 ○○の水をきれいにする下水道（管・施設）を 

つくっています※2 
送水管・送泥管工事 下水道工事 ・汚泥を送る下水道管をつくっています 

・再生水を送る下水道管をつくっています 
耐震化工事 下水道工事 下水道管の耐震化を行っています 

簡易合流改善施設設置工

事 
下水道工事 ○○の水をきれいにするため下水道（管・施設）を直

しています※3 
光ファイバー敷設工事 下水道工事 下水道管内に通信用の光ファイバーを設置しています 

点検・補修工事等 下水道工事 ・○○を 
点検しています 
補修しています 
調査しています 
清掃しています 

※4 

※ 国道・都道 共通 



- 404 - 

 

 

 

 

 

令
和
○ 

令
和
○ 



- 405 - 

 

取
替
え
て
い
ま
す 

下
水
道
管
を 

取
替
え
て
い
ま
す 

下
水
道
管
を 

取
替
え
て
い
ま
す 

下
水
道
管
を 

令
和
○ 

令
和
○ 



- 406 - 

 

令 

和 

令 

和 



- 407 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ロゴマークの作成に当たっては、下水道局キャラクターデザインマニュアルによる。 

 

 

工事の目的 

 

（工事の目的によって、以下の８項目を使い分ける。） 

 標示内容   （工事内容） 

１ 供給工事  （○○ビル引き込み管布設工事） 

２ 緊急修理工事 （道路陥没による緊急修理工事） 

３ 修理工事  （老朽管修理工事） 

４ 光ケーブル工事 （光ファイバー敷設工事） 

５ 新増設工事 （再生水管布設工事） 

（浸水被害軽減工事） 

（○○地区水洗化工事） 

６ ○○関連工事 （共同溝・地下鉄・道路関連工事） 

７ 点検修理工事 （管掃・管渠内調査等） 

８ 舗装復旧工事 （本復旧施工時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道局 

 

（ロゴマーク図案） 
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２ う回指導板 

 下水道工事のため、一般の交通をう回させる必要がある場合には、所轄警察署及び道路管理者の指

示するところに従い、回り道の入り口及びう回可能な箇所に、う回指導板を設置し、通行車両がスム

ーズに通過できるようにしなければならない。 

 設置については、次の事項に留意する。 

（１）う回指導板は縦 140cm、横 110cm、高さは地面から 160～170cm の立て看板とする。 

（２）夜間はう回指導板を白色照明燈（100W 以上）をもって照明する。 

（３）施工時間以外は交通に支障のない場所に整理整頓する。 

 

 

 

 

注）略図は例示である。

右又は左側う回

させる方向に朱

書する。 

特に指定した以外は

白地に黒文字とする。 

矢印及び通行止め

区間は朱書する。 
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付図－２ 埋戻し方式 

。 

。 
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付図－２ 埋戻し方式 

（参 考） 

 
 
 

t（舗装厚）＝表層＋基層＋路盤 
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管基礎及び埋戻し〔改良土又は良質土特記仕様図〕 
 
都   道 
 
 

 
 
 
 

○ ○○○（A 形） 基礎 
〔改良土又は良質土〕 

○ ○○○（B 形） 基礎 
〔改良土又は良質土〕 

コンクリート基礎及びクラッシャラン基礎 
〔改良土又は良質土〕 

・舗装厚＝表層＋基層＋路盤 

・埋戻しの傾斜部   は、改良土を使用する。 

・埋戻しの傾斜部   は、良質土又は 改良土を使用 

する。 

・上記以外の基礎の構造、材料等は「東京都下水道設計 

標準」による。 

良質土又は改良土 良質土又は改良土 

良質土又は改良土 
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管基礎及び埋戻し〔改良土特記仕様図〕軟弱地盤 
 
 
 

 
＊ 舗装厚＝表層＋基層＋路盤 
＊ 基礎及び埋戻しの斜線部は、改良土を使用する。 
＊ 改良土を使用する以外の基礎の構造、材料等は、「東京都下水道設計標準」による。 

90°砂基礎 
〔改良土〕 

180°砂基礎 
〔改良土〕 

360°砂基礎 
〔改良土〕 
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管基礎及び埋戻し〔改良土又は良質土特記仕様図〕 
 
区   道 
 
   

○ ○○○（A 形） 基礎 
〔改良土又は良質土〕 

○ ○○○（B 形） 基礎 
〔改良土又は良質土〕 

・舗装厚＝表層＋基層＋路盤 

・埋戻しの傾斜部   は、改良土を使用する。 

・埋戻しの傾斜部   は、良質土又は 改良土を使用 

する。 

・上記以外の基礎の構造、材料等は「東京都下水道設計 

標準」による。 

コンクリート基礎及びクラッシャラン基礎 
〔改良土又は良質土〕 

良質土又は改良土 良質土又は改良土 

良質土又は改良土 
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付図－３ 道路舗装 
 
１ 舗装の構成と名称 
 舗装を構成する各層の名称は下図を基本とする。 
 

 
  例）アスファルト舗装 
 
２ 道路復旧方式 

道路復旧方式には下記のものがある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本復旧 

自費復旧 当局が発注した工事のなかで、当局が、道路を原形

に復旧（本復旧という。）する。 

委託復旧 道路管理者に、道路の本復旧を依頼し、当局が必要な工

事費を道路管理者に支払う。 
なお、道路管理者には、仮復旧の道路状態で引き継ぐ。

仮復旧 下水道施設築造（布設）後、埋戻しを完了して本復

旧に着手するまでの期間、一般交通の安全及び防じ

んを目的とする復旧 
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３ 道路復旧の舗装断面 
 （１）本復旧の場合 

 

 

 
（２）仮復旧の場合 

 
 

４ 瀝青材の散布量  
   瀝青材の散布量は、設計図書に示されたもの以外は下記による。  
 

   種  別  摘   要  標準散布量（Ｌ/ｍ 2）  

タックコート  

基層まで施工後、交通開

放する場合  
０．６０ 

積算基準（管路・開削編）は

64 Ｌ/100ｍ 2 

基層まで施工後、汚さず

数 日 後 表 層 を 舗 設 す る

場合  

０．３０ 

積算基準（管路・開削編）は

32 Ｌ/100ｍ 2 

プライムコート  

セメント処理用  １．００ 

積算基準（管路・開削編）は

105 Ｌ/100ｍ 2 

その他  １．２０ 

積算基準（管路・開削編）は

126 Ｌ/100ｍ 2 

*上記の散布量には、ロス分を含む。 

路 床

道路管理者の
指定する路盤

委 託 復 旧 の 場 合

表 層

上層路盤 Ａ

上層路盤 Ｂ

下 層 路 盤

路 床

表 層

基 層

自 費 復 旧 の 場 合

タックコート

プライムコート

プライムコート

仮 路 盤

路 床 路 床

表 層

通常の仮復旧の場合 路 盤 先 行 の 場 合

上 層 路 盤

下 層 路 盤

仮 路 盤

表 層
プライムコートプライムコート
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５ 道路復旧の範囲 
 

 
 
  ｍ、ｎ：掘削部分の幅  k･d：影響部分の幅  ａ：表層・基層合計厚 
  ａ1：表層厚  ａ2：基層厚  ｄ：路盤厚  ｄ1：上層路盤厚 
  ｄ2：下層路盤厚  ｈ：掘削深さ 
  ｋ：各道路管理者の要綱等による。 
  Ａ1、Ａ2、Ｂ1、Ｂ2：図面表示による。 
 

A1

B1 m B2 m
k･d k･d k･d k･d

n n

A又は A又は
B k･d k･d B k･d k･d

a 1
a 2

d
1

d
2

h

（自費復旧の場合） （路盤先行の場合）

掘
削
部
分

掘
削
部
分

k･d  k･d

占用物件 占用物件

   m又はｎ m又はｎ

表　層

基　層

表　層

基　層

 k･d

上層路盤

下層路盤

a
d 上層路盤

下層路盤

   k･d

   A2
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６ 都道舗装構造図 
（１）車  道 

1) アスファルト舗装 25 型 
 

 
 

 
2) アスファルト舗装 40 型 

 

   

 
 

3) アスファルト舗装 55 型 
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4) アスファルト舗装 60 型 

 
 
 

5) 低騒音舗装 60 型 
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（２）歩  道 

 1) アスファルト舗装（非透水性） 

 

 
 

2) アスファルト舗装（透水性） 

 
 
 

3) 歩道インターロッキングブロック舗装（非透水性） 

 
   

1
8
0
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4) 歩道乗入れ舗装（セメコン） 30 型 
 

 
 
 

5) 歩道乗入れ舗装（セメコン） 40 型 
 

  

 
 

6) メトロレンガ舗装 
 

 

 
注）メトロレンガ舗装については道路管理者と協議のこと。 



- 425 - 

 

7) 歩道乗入れ舗装（アスファルト） 35 型 
 

 

 
 

8) 歩道乗入れ舗装（アスファルト） 50 型 
 

 

再生粗粒度アスファルト混合物 
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付図－４ 仮設材料の許容応力度 
 仮設構造物の材料の許容応力度は、以下の表を基準とする。ただし、構造物の重要度、

荷重条件、材料の磨耗、老朽度等を考慮して定める必要がある場合は、別途考慮する。 
 

１ 木材の応力度 

 
木材の許容応力度は、表 4.6-5の値以下とする。 

 
              表 4.6-5 木材の許容応力度         （N/mm2） 

木材の種類 圧縮 曲げ せん断 

 

針葉樹 

 

あかまつ、くろまつ、からまつ、ひば、 

ひのき、つが、べいまつ、べいひ 
11.8 13.2 1.0 

すぎ、もみ、えぞまつ、とどまつ、 

べいすぎ、べいつが 
8.8 10.3 0.7 

 

広葉樹 

 

かし 13.2 19.1 2.1 

くり、なら、ぶな、けやき 10.3 14.7 1.5 

 
【 解 説 】 
表 4.6-5 の値は、労働安全衛生規則第 241 条を参考にして定めた「トンネル標準示方書(開

削工法編)･同解説｣(2016 年制定)P.150 の許容応力度に基づいて設定した。木材の強度は、

材質、品質によってかなりのばらつきが予想されるので、適用に当たっては十分注意しなけ

ればならない。 
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２ 鋼材の許容応力度 

 
（1）一般構造用圧延鋼材(SS400)及び溶接構造用圧延鋼材(SM490)の許容応力度は、表

4.6-1 の値以下とする。 

（2）鋼矢板、鋼管杭、鋼管矢板の許容応力度は、表 4.6-2 の値以下とする。 

 
 
【 解 説 】 

（1） について 
表 4.6-1 に示した許容応力度は、「トンネル標準示方書(開削工法編)･同解説｣

(2016 年制定)P.146（「道路橋示方書・同解説Ⅱ鋼橋編」の許容応力度を基準とし、

これを 50％割増ししたもの）による。 

 
表 4.6-1 鋼材の許容応力度 {N/mm2} 

種 類 一般構造用圧延鋼材（SS400） 溶接構造用圧延鋼材（SM490） 

軸方向引張り 

（純断面） 
210 280 

軸方向圧縮 

（総断面） 

L/r≦18 

210 

18＜L/r≦92 

210-1.23×（L/r-18） 

L/r＞92 

1,800,000/{6,700＋（L/r）2} 

L：部材の座屈長さ（㎜） 

r：断面二次半径（㎜） 

L/r≦16 

280 

16＜L/r≦79 

280-1.80×（L/r-16） 

L/r＞79 

1,800,000/{5,000＋（L/r）2} 

L：部材の座屈長さ（㎜） 

r：断面二次半径（㎜） 

曲 げ 

引張縁 

（純断

面） 

210 280 

圧縮縁 

（総断

面） 

L/b≦4.5 

210 

4.5＜L/b≦30 

210－3.6×（L/b－4.5） 

L：フランジの固定間距離（㎜） 

b：フランジ幅（㎜） 

（鋼板の厚さは 40mm 以下に適用） 

L/b≦4.0 

280 

4.0＜L/b≦30 

280－5.7×（L/b－4.0） 

L：フランジの固定間距離（㎜） 

b：フランジ幅（㎜） 

（鋼板の厚さは 40mm 以下に適用） 

せん断（総断面） 120 160 

支 圧 315 420 

 

注） 純断面：欠損部を考慮 総断面：欠損部は考慮しない。 
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（2） について 
表 4.6-2 に示した許容応力度は、「道路土工－仮設構造物工指針－」P.48-49、「トン

ネル標準示方書(開削工法編)･同解説(2016 年制定)」 P.146 に基づいて設定した。 

表 4.6-2 鋼矢板、鋼管杭、鋼管矢板の許容応力度        {N/mm2} 

 鋼矢板 鋼 管 杭 鋼 管 矢 板 

SY295 SY390 SKK400 SKK490 SKY400 SKY490 

許容曲げ引張応力度 270 355 210 280 210 280 

許容曲げ圧縮応力度 270 355 210 280 210 280 

許容せん断応力度 150 ------- 120 160 120 160 

＜備 考＞ 
鋼 矢 板：※１ 建込み前に矢板を横にして下向き姿勢で良好な施工条件で溶接が可能な

場合は、許容応力度を母材の 80％とする。 

※２ 上記以外の現場建込み溶接の場合には、許容応力度を母材の 50％とする。 

鋼管矢板：※１ 工場溶接部は母材と同じ値を用いる。 

※２ 現場溶接部は施工条件を考慮して母材の 80％とする。 

 
 

３ ソイルセメントの許容応力度 

 

圧縮（σa） 引張り せん断（τa） 

2
Fc

 ― 
6
Fc

 

Fc：基準強度(N/mm2) 
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付図－５ 路面覆工標準仮設図 
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参考図 

 （１）覆工板と舗装板のすりつけ例 

 
 
 

（２）覆工板と受桁の位置関係例 
 

 
 
 

（３）覆工受け桁転倒防止補強例 
 

 
 
   

在来舗装 
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付図－６ 在来施設物防護標準図 
 

在来施設物防護は、以下の標準図を基に、各企業者と打ち合わせて実施すること。 
 
１ ガス管防護標準図 
 （１）吊防護図 
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ガス管吊防護部材形状一覧表 

口  径 
（mm） 

管 種 
管 重 量 
（kg／m） 

吊り間隔 

ℓ 
（m） 

ワイヤーロープ 
JIS G 3525 
6×24 A 種 

（mm）以上 

ゆるみ修正具 
ターン 

バックル 

（mm）以上 

ワイヤー 
クリップ 

JIS B 2809 

（mm）以上 

備 考 

５０ 以下 鋼 管 ５．３１ 3.0 以内 φ ８ ９×１５０ 
Ｆ Ｒ 
ＭＲ ８ 受はり 

鋼材使用 ８０  鋼 管 ８．７９ 3.0 〃 φ ８ ９×１５０ 
Ｆ Ｒ 
ＭＲ ８ 

１００ 

 ＴＭ管 ２４．００ 2.5 〃 φ ８ ９×１５０ 
Ｆ Ｒ 
ＭＲ ８  

鋼 管 １２．２０ 3.0 〃 φ ８ ９×１５０ 
Ｆ Ｒ 
ＭＲ ８  

１５０ 

 ＴＭ管 ３５．８０ 2.5 〃 φ ８ ９×１５０ 
Ｆ Ｒ 
ＭＲ ８  

鋼 管 １９．８０ 3.0 〃 φ ８ ９×１５０ 
Ｆ Ｒ 
ＭＲ ８  

２００ 

 ＴＭ管 ５１．６０ 2.5 〃 φ ８ ９×１５０ 
Ｆ Ｒ 
ＭＲ ８  

鋼 管 ３０．１０ 3.0 〃 φ ８ ９×１５０ 
Ｆ Ｒ 
ＭＲ ８  

３００ 

 ＴＭ管 ７９．７０ 2.5 〃 φ ８ ９×１５０ 
Ｆ Ｒ 
ＭＲ ８  

鋼 管 ５３．００ 3.0 〃 φ ８ ９×２００ 
Ｆ Ｒ 
ＭＲ ８  

４００  鋼 管 ７７．６０ 3.0 〃 φ ８ １２×２００ 
Ｆ Ｒ 
ＭＲ ８  

５００  鋼 管 １０７．００ 3.0 〃 φ ８ １６×２５０ Ｆ Ｒ 
ＭＲ ８  

６００  鋼 管 １４１．００ 3.0 〃 φ １０ １６×２５０ Ｆ Ｒ 
ＭＲ １０  

７５０  鋼 管 ２２０．００ 3.0 〃 φ １２．５ ２２×３２５ 
Ｆ Ｒ 
ＭＲ １２  

〔注〕 １  鋼管の吊り防護の場合は管と当木の間にゴム板（ｔ＝６mm）を巻付ける。 

 ２ ゆるみ修正具（ターンバックル）の破断荷重は本標準工法に示す破断荷重以上とする。 

 ３ 本図の吊り間隔、使用材料は荷重条件を 50φ、80φはガス管重量および受けはり重 

量（みぞ形鋼）を考慮しているが、100φ以上はガス管重量のみであるため、その他の 

荷重が加わる場合は別途設計する。 

 ４ 使用する鋼材は JIS G-3101｢一般構造用圧延鋼材｣、JIS B-1180｢六角ボルト｣、 

JIS B-1181｢六角ナット｣とする。 

 ５ ボルトの径はＭ22 以上とし堅固に締結する。 

 ６ ＴＭ管以外の鋳鉄管は下記の寸法表によること。 

 

寸法表 

呼  径 
（mm） 

管 種 
管 重 量 
（kg／m） 

吊り間隔 

ℓ 
（m） 

ワイヤーロ－プ 

JIS G 3525 
6×24A 種 

（mm）以上 

ゆるみ修正具 

ターン 
バックル 

（mm）以上 

ワイヤー 

クリップ 
JIS B 2809 

（mm）以上 

備 考 

１００ 
ＴＭ以外の 
鋳 鉄 管 ２５．４ 1.4 以内 φ ８ ９×１５０ 

Ｆ Ｒ 
ＭＲ ８  

１５０ 〃 ４０．１ 1.9 以内 φ ８ ９×１５０ 
Ｆ Ｒ 
ＭＲ ８  

２００ 〃 ５６．７ 1.9 以内 φ ８ ９×１５０ 
Ｆ Ｒ 
ＭＲ ８  

３００ 〃 ９５．３ 2.4 以内 φ ８ １２×２００ 
Ｆ Ｒ 
ＭＲ ８  

４００ 〃 １３３．１ 2.4 以内 φ ８ １６×２５０ 
Ｆ Ｒ 
ＭＲ ８  

５００ 〃 １７７．６ 2.4 以内 φ １０ １６×２５０ Ｆ Ｒ 
ＭＲ １０  

６００ 〃 ２２６．９ 2.4 以内 φ １２．５ １６×２５０ Ｆ Ｒ 
ＭＲ １２  

７５０ 〃 ３１８．１ 2.4 以内 φ １４ ２２×３２５ 
Ｆ Ｒ 
ＭＲ １４  
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（２）受け防護図 
  ア 受けはり型ガス導管防護図 
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支 柱 間 隔 ４ ｍ 以 内 の 場 合                
  

受けはり材 ① ② ③ 
 (cm) 

以内 
Ｂ ボルト 

口径(mm)  

50  H－250×250 H－250×250 H－100×50 H－150×150 75 250 M28 

80      100   

100  H－250×250 H－250×250   
100 

(250) 
250 M28 

150  H－300×300 H－300×300   
150 

(250) 
300 M32 

200  H－350×350 H－350×350 H－100×50 H－150×150 
200 

(250) 
350 M32 

（ ）内はＴＭ管の場合 

 

支 柱 間 隔 ３ ｍ 以 内 の 場 合                
  

受けはり材 ① ② ③ 
 (cm) 

以内 
Ｂ ボルト 

口径(mm)  

50  H－200×200 H－200×200 H－100×50 H－150×150 75 200 M24 

80      100   

100  H－200×200 H－200×200   
100 

(250) 
200 M24 

150  H－250×250 H－250×250   
150 

(250) 
250 M28 

200  H－300×300 H－300×300 H－100×50 H－150×150 
200 

(250) 
300 M32 

（ ）内はＴＭ管の場合  

 
 
   ［注］ １ 現場における接合は原則としてボルトにより堅固に締結する。 

  ［注］ ２ 使用する鋼材は JIS G-3101「一般構造用圧延鋼材」、JIS B-1180「六角ボルト」、JIS B-1181「六角
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ナット」とする。 

   ［注］ ３ コンクリートの強度はσ28≧18N/mm2とし、型枠の取外しはコンクリート打設後 7 日以降とする。 
   ［注］ ４ この標準防護法の適用が可能なのは、ガス管の土被りが 1m～2m の範囲内にある場合とする。  
   ［注］ ５ ＴＭ管以外の鋳鉄管は下記の寸法表による。  
 
 

寸法表 
 

支 柱 間 隔 ４ ｍ 以 内 の 場 合                

  

受けはり材 ① ② ③ 
 (cm) 

以内 

Ｂ ボルト 

口径(mm)  

100  H－250×250 H－250×250 H－100×50 H－150×150 70 250 M28 

150  H－300×300 H－300×300 H－100×50 H－150×150 100 300 M32 

200  H－350×350 H－350×350 H－100×50 H－150×150 100 350 M32 

 

 
支 柱 間 隔 ３ ｍ 以 内 の 場 合                

  

受けはり材 ① ② ③ 
 (cm) 

以内 

Ｂ ボルト 

口径(mm)  

100  H－200×200 H－200×200 H－100×50 H－150×150 70 200 M24 

150  H－250×250 H－250×250 H－100×50 H－150×150 100 250 M28 

200  H－300×300 H－300×300 H－100×50 H－150×150 100 300 M32 
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  イ 管橋型ガス導管受け防護図 
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① ② ③ 
 (cm) 

以内 

ｂ ボルト 

口径(mm)  

100  H－200×200 H－100×50 H－150×150 

150 

(250) 

200 M16 

150  

 

  

150 

(250) 

 

M16 

200    

 200 

(250) 

 M24 

300  H－200×200 

 

 

250 

(250) 

200 

 

400  H－250×250   300 250 M24 

500  H－300×300    300 M28 

600  H－300×300    300 M28 

750  H－350×350 H－100×50 H－150×150 300 350 M32 

（ ）内はＴＭ管の場合 
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   ［注］ １ 現場における接合は原則としてボルトにより堅固に締結する。 

  ［注］ ２ 使用する鋼材は JIS G-3101「一般構造用圧延鋼材」、JIS B-1180「六角ボルト」、JIS B-1181「六角

ナット」とする。 

   ［注］ ３ コンクリートの強度はσ28≧18N/mm2とし、型枠の取外しはコンクリート打設後 7 日以降とする。 
   ［注］ ４ この標準防護法の適用が可能なのは、ガス管の土被りが 1m～2m の範囲内にある場合とする。  
   ［注］ ５ ＴＭ管以外の鋳鉄管は下記の寸法表による。  
 

寸 法 表 
  

① ② ③ 
 (cm) 

以内 

Ｂ ボルト 

口径(mm)  

100  H－200×200 H－100×50 H－150×150 70 200 M16 

150     100  M16 

200     100  M24 

300  H－200×200   150 200  

400  H－250×250   200 250 M24 

500  H－300×300    300 M28 

600  H－300×300    300 M28 

750  H－350×350 H－100×50 H－150×150 200 350 M32 
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 （３）曲管部分防護図 
   ア 低圧用 
 

 
 

低圧用 管径 100～750mm 

 
 

曲線部分防護部材材料一覧表 
符号 

 
1L B-90° 

張  材 

JIS G 3101 

SS400 

2L B-90 

バ ン ド 

JIS G 3101 

SS400 

③ B-90° 

締付ボルト 

JIS B 1180 

4  T 

④  B-90° 

張材用ボルト 

JIS B 1180 

4  T 

⑤ B- 

 

ゴム板 

 

⑥ B-90° 

固定ボルト 

JIS G-3101 

SS400 

⑦ B-90° 

ﾃﾝｼｮﾝﾎﾞﾙﾄ 

JIS B 1180 

4  T 管径 mm 

 

100 L-65×65×6-2 Pℓ 9-4 M18×80－4 M22×50－4 6t－3 Pℓ9－1 M22×350-2 

150    〃   2 〃  4   〃  4   〃   4 〃 3 〃 1 〃  2 

200    〃   2 〃  4   〃  4   〃   4 〃 3 〃 1 〃  2 

300    〃   2 〃  4   〃  4   〃   4 〃 3 〃 1 M22×380-2 

400    〃   2 〃  4   〃  8   〃   8 〃 3 〃 1 M22×450-2 

500    〃   2 〃  4   〃  8   〃   8 〃 3 〃 1 M22×480-2 

600    〃   2 〃  4   〃  8   〃   8 〃 3 〃 1 M22×550-2 

750 L-75×75×9-2 〃  4   〃  8   〃   8 〃 3 〃 1 M22×580-2 
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イ 中圧用 

 
符号 

 
1M B-90° 

張  材 

JIS G 3101 

SS400 

2M B-90 

バ ン ド 

JIS G 3101 

SS400 

③ B-90° 

締付ボルト 

JIS B 1180 

4  T 

④  B-90° 

張材用ボルト 

JIS B 1180 

4  T 

⑤ B- 

 

ゴム板 

 

⑥ B-90° 

固定ボルト 

JIS G-3101 

SS400 

⑦ B-90° 

ﾃﾝｼｮﾝﾎﾞﾙﾄ 

JIS B 1180 

4  T 管径 mm 

 

100 L-   65×65× 6-2 Pℓ 9-4 M18×70－8 M22×50－8 6t－3 Pℓ 9－1 M22×350-2 

150    〃   2 〃  4   〃  8   〃   8 〃 3 〃 1 〃  2 

200 L-  100×50× 5-2 〃  4   〃  8   〃   8 〃 3 〃 1 M22×260-2 

300    〃   2 〃  4   〃  8   〃   8 〃 3 〃 1 M22×290-2 

400 L-  200×90× 8-2 〃  8   〃 16   〃   8 〃 3 〃 1 M22×250-2 

500    〃   2 〃  8   〃 24   〃  12 〃 3 〃 1 M22×280-2 

600    〃   2 〃  8   〃 32   〃  16 〃 3 〃 1 M22×380-2 

750 L-  250×90×11-2 〃  8   〃 48   〃  24 〃 3 〃 1 M22×340-2 

中圧用 管径 100～300mm 

中圧用 管径 400～750mm 
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 （４）継手部防護図 
  ア 低圧用 

 

 
低圧用 管径 100～750mm 

 
       継手部分防護部材材料一覧表 
 

符号 
 

1L   S･K 

張  材 

JIS G 3101 

SS400 

2L B-90 

バ ン ド 

JIS G 3101 

SS400 

③ B-90° 

締付ボルト 

JIS B 1180 

4  T 

④  B-90° 

張材用ボルト 

JIS B 1180 

4  T 

⑤ B- 

 

ゴム板 

 管径 mm 

 

100 L-65×65×6-2 Pℓ 9-4 M18×70－4 M22×50－4 6t－2 

150    〃   2 〃  4   〃  4   〃   4 〃 2 

200    〃   2 〃  4   〃  4   〃   4 〃 2 

300    〃   2 〃  4   〃  4   〃   4 〃 2 

400    〃   2 〃  4   〃  8   〃   8 〃 2 

500    〃   2 〃  4   〃  8   〃   8 〃 2 

600    〃   2 〃  4   〃  8   〃   8 〃 2 

750    〃   2 〃  4   〃  8   〃   8 〃 2 
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  イ 中圧用 
 

 
中圧用 管径 100～300mm 

 

 
中圧用 管径 400～750mm 

 
継手部分防護部材材料一覧表 

                
符号 

 
1M   S･K 

張  材 

JIS G 3101 

SS400 

2M B-90 

バ ン ド 

JIS G 3101 

SS400 

③ B-90° 

締付ボルト 

JIS B 1180 

4  T 

④  B-90° 

張材用ボルト 

JIS B 1180 

4  T 

⑤ B- 

 

ゴム板 

 管径 mm 

 

100 L-65×65×6-2 Pℓ 9-4 M18×70－8 M22×50－8 6t－2 

150    〃   2 〃  4   〃  8   〃   8 〃 2 

200    〃   2 〃  4   〃  8   〃   8 〃 2 

300    〃   2 〃  4   〃  8   〃   8 〃 2 

400 L-75×75×9-2 〃  8   〃 16   〃   8 〃 2 

500    〃   2 〃  8   〃 24   〃  12 〃 2 

600    〃   2 〃  8   〃 32   〃  16 〃 2 

750    〃   2 〃  8   〃 48   〃  24 〃 2 
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 （５）固定バンド（内圧固定用）標準図 

 

固定バンド（内圧固定用）材料一覧表（曲管部分１か所当たり） 

中 
 

 
 

 
 

 

圧 
 

 
 

 
 

 

Ｂ 

 

名称 

管径 

mm 

所要固定

力 

 

(kg) 

① 

ワイヤーロープ 

JIS G 3525 

(mm)以上 

② 

バ ン ド 

JIS G 3101 

SS400 

③ 

ボ ル ト 

JIS G 1180 

4  T 

④ 

ゆるみ修正具 

(ﾀｰﾝﾊﾞｯｸﾙ) 

 

⑤ 

ﾜｲﾔｸﾘｯﾌﾟ 

JIS B 2809 

 

⑥ 

 

ゴム板 

 

100 

以下 
500 6×24A 種φ 8-2 Pℓ 9×160-1 M22- 4 22×325-2 

FR 

MR 
8-18 6t-1 

150 1100 〃   2 〃  1 〃  4 〃  2 
〃 

〃 
8-18   

200 1960 〃 φ10-2 〃  1 〃  4 25×350-2 
FR 

MR 
10-18   

300 4420 〃 φ14-2 〃  1 〃  4 32×400-2 
FR 

MR 
14-18 6t-1 

400 7850 〃 φ20-2 〃  2 〃  6 
両アイ１1 

22×325-2 

FR 

MR 
20-24 6t-2 

500 12300 〃   4 〃  2 〃  6  -4  24   

600 17700 〃   4 〃  2 〃  8  -4  24 6t-2 

750 27500 〃   6 〃  2 〃 12 
両アイ１1 

22×325-2 

FR 

MR 
20-54 6t-3 

 

低 
 

 
 

 
 

 
 

 

圧 

 

名称 

管径 

mm 

所要固定

力 

 

(kg) 

① 

ワイヤーロープ 

JIS G 3525 

(mm)以上 

② 

バ ン ド 

JIS G 3101 

SS400 

③ 

ボ ル ト 

JIS G 1180 

4  T 

④ 

ゆるみ修正具 

(ﾀｰﾝﾊﾞｯｸﾙ) 

 

⑤ 

ﾜｲﾔｸﾘｯﾌﾟ 

JIS B 2809 

 

⑥ 

 

ゴム板 

 

100 

以下 
10 6×24A 種φ 8-1 Pℓ 6×60-1 M22- 1 9×150-1 

FR 

MR 
8-12 6t-1 

150 23 〃   1 〃  1 〃  1 〃  1 
〃 

〃 
12 〃 1 

200 40 〃   1 〃  1 〃  1 〃  1 
FR 

MR 
12 〃 1 

300 89 〃   1 〃  1 〃  1 〃  1 
FR 

MR 
12 〃 1 

400 158 〃 φ10-1 PL6×80-1 〃  1 12×200-1 
FR 

MR 
10-12 〃 1 

500 247 〃   1 〃  1 〃  1 〃  1 
FR 

MR 
12 〃 1 

600 356 〃   1 〃  1 〃  1 〃  1 
FR 

MR 
12 〃 1 

750 553 〃   1 〃  1 〃  1 〃  1 
FR 

MR 
12 〃 1 
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２ 水道管防護標準図 
 （１）吊り防護図 

 
 

呼び径 

Ｄ 

(mm) 

吊間隔 

ℓ 

(m)以内 

ﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟ 

(mm)以上 

ﾀｰﾝﾊﾞｯｸﾙ 

（両ｱｲ付） 

(mm)以上 

ﾜｲﾔｰｸﾘｯﾌﾟ 

(mm)以上 

75 

350 
2.0 8 9 

FR 8 

MR 8 

400 

600 
1.0 8 12 

FR 8 

MR 8 

700 

1000 
1.0 14 19 

FR 14 

MR 14 

1100 

1500 
1.0 18 25 

FR 18 

MR 18 

※ 鋳鉄管（ソケット継手を除く。）の直管部に対する吊防護である。屈曲部は別途防護

工を考慮する。 

 断 面 図  
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 （２）受け防護図 
 

 
 

※ 配水管の直管部に対する本設木材防護である。本防護の対象と

なる管の種類及び呼び径は、次頁の表を参照 

※ 主部材は赤松、黒松、米松で、1 本ものとする。 
※ 部材の接合はボルトを使用して、堅固に締結する。 
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呼び径 

Ｄ 

(mm) 

ダクタイル鋳鉄管 

（Ｆ Ｃ Ｄ） 

高級鋳鉄管 

（Ｆ  Ｃ） 

鋼管（SP） 

Ｓ Ｔ Ｐ Ｇ 

防護高さ Ｈ(cm) 防護高さ Ｈ(cm) 防護高さ Ｈ(cm) 

100 200 100 200 100 200 

75 
170 150 60 50 110 110 

21×21 21×21 15×15 15×15 15×15 18×18 

100 
200 170 80 70 140 120 

21×21 21×21 15×15 15×15 18×18 18×18 

150 
180 150 110 100 180 160 

21×21 21×21 18×18 18×18 21×21 21×21 

200 
150 140 90 ― 150 140 

21×21 21×21 18×18 ― 21×21 21×21 

250 
130 130 ― ― 130 130 

21×21 21×21 ― ― 21×21 21×21 

300 
120 120 ― ― 120 120 

21×21 21×21 ― ― 21×21 21×21 

 

     下記の部材を利用した場合の最大支柱間隔(cm) 

     使用する部材の寸法 21cm×21cm（松角材） 

     （空白部は、本防護を採用しない。） 

 

120 

21×21 
凡例 
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３ ＮＴＴ地中ケーブル防護標準図 
 （１）掘削幅（けたの支間長）が狭い場合および振動等が少ない場合 

掘削幅（けたの支間長）が狭い場合で支持けたに木材を使用する場合の吊り防護方

法を参図－１に、受け防護方法を参図－２に示す。 
 

 
参図－１ 吊り防護の設置例 

 

 
参図－２ 受け防護の設置例 

 
参表－１ 木材支持けたの標準寸法   （単位 cm） 

掘削幅 

（けたの支間） 

管 路 ４ 条 管 路 ８ 条 管 路 １２ 条 

角材寸法 丸太寸法 角材寸法 丸太寸法 角材寸法 丸太寸法 

２．５０ｍ 9×9 径 12 9×12 径 14 9×15 径 15 

３．００ｍ 9×12   15 12×15   18 15×18   18 

４．００ｍ 12×15   15 15×18   18 18×21   21 

５．００ｍ 15×18   18 18×21   21 20×25   25 
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（２）掘削幅（けたの支間長）が広い場合および振動等により影響を受けると考えられる

場合 

掘削幅（けたの支間長）が広い場合は、支持けたに鋼材を使用する。 
参図－３に設置例を示す。 

 

 
 

参図－３ 支持けたに鋼材を用いた場合 
参表－２ 鋼材支持けたの標準寸法  （単位 mm） 

掘削幅 

（けたの支間） 

管 路 ４ 条 管 路 ８ 条 管 路 １２ 条 

Ｉ形鋼 みぞ形鋼 Ｉ形鋼 みぞ形鋼 Ｉ形鋼 みぞ形鋼 

 ７．００ｍ 

125× 75 

厚さ 5.5 

   9.5 

125× 65 

厚さ 6 

   8 

150× 75 

厚さ 5.5 

   9.5 

150× 75 

厚さ 6.5 

   10 

180×100 

厚さ 6 

   10 

180× 75 

厚さ 7 

   10.5 

 ９．００ｍ 

150× 75 

厚さ 5.5 

   9.5 

150× 75 

厚さ 6.5 

   10 

180×100 

厚さ 6 

   10 

180× 75 

厚さ 7 

   10.5 

200×150 

厚さ 9 

   16 

230× 80 

厚さ 8 

   12 

１２．００ｍ 

180×100 

厚さ 6 

   10 

180× 90 

厚さ 7.5 

   12.5 

250×125 

厚さ 7.5 

   12.5 

250× 90 

厚さ 11 

   14.5 

250×125 

厚さ 10 

   19 

280×100 

厚さ 11.5 

   16 

１５．００ｍ 

230×100 

厚さ 7.5 

   11.5 

200× 80 

厚さ 7.5 

   11 

250×120 

厚さ 10 

   19 

300×100 

厚さ 10 

   16 

300×150 

厚さ  8 

   13 

380×100 

厚さ 10.5 

   16 
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４ 東電地中ケーブル防護標準図 
 （１）吊り防護図 

 
（上図は、条数９ｄの例） 

 
〔注〕管路条数別標準寸法は下表によること。 
 
  吊り防護材料表 

条数 

使用材 
6d 以下 9d 12d 20d 備  考 

重さ（ton／1.4m） 0.6 0.7 1.4 2.6 ケーブル重量含む 

吊りワイヤーの太さ(mmφ) 6 9 9 12  

ターンバックル(mmφ) 6 9 12 12  

松角（Ａ） 10×10 10×10 12×12 15×15 高さ×幅(cm) 

松角（Ｂ） 10×10 10×10 12×12 15×15 長さ 2m 以内に適用 

部分胴締 なし なし なし あり  
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 （２）受け防護図 
 

 
 
 受防護材料表 

条数 

使用材 
６ｄ以下 ９ｄ 12ｄ 20ｄ 備  考 

松   角（Ａ） 10×10 10×10 12×12 15×15 高さ×幅（cm） 

松   角（Ｂ） 10×10 10×10 12×12 15×15 長さ 2ｍ以内 

松   角（Ｃ） ※2 ※2 ※2 ※2  

 
［注］ この標準図に明示のないものについては、東電の「地中電線路管路防護標準寸法表」によるこ

と。   



- 451 - 

 

付図－７ ます仮取付構造図 
 

   

小型ます 

ます仮取付 
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付図－８ 管きょ掘削断面（参考） 
 

 

（１）円形管の標準的な掘削幅の算出は次式による。 

１）砂基礎又は梯子胴木基礎の場合 

Ｂ＝ｂ＋２×ｃ･････････････････････････････････････････････････････････（式１－１） 

Ｂ：掘削幅（ｍ） 

ｂ：管布設及び管吊り下ろし作業幅（ｍ） 

ｃ：矢板別加算幅（片側分）（ｍ） 

（注）作業幅ｂは（式１－３）と（式１－４）とで求めた値を比較し、大きい値とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）コンクリート基礎の場合 

Ｂ＝ｄ＋２×ｃ･････････････････････････････････････････････････････････（式１－２） 

ｄ：管布設及び管吊り下ろし作業幅・コンクリート基礎築造に必要な作業幅 

（注）作業幅ｄは（式１－３）と（式１－４）と（式１－５）とで求めた値を比較し、 

大きい値とする。 
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（２）管吊り下ろし作業幅（ｂ）は次式による。 

ｂ＝ｂ1＋２×ｂ２＋２×ｂ3･･･････････････････････････････････････････････（式１－３） 

（注）ｂの値が 0.70ｍ以下の場合は 0.70ｍする。 

ｂ1：管外径（ｍ） 

（ソケット部を有する管材は、ソケット部の外径とする。） 

ｂ２：余裕幅（片側分）（ｍ）  

余裕幅（両側分）は 0.15ｍとする。 

注）両側分とは、２×ｂ２の値である。 

ｂ3：腹起し材幅（片側分）（ｍ） 

本管（◎250～2,000 ㎜） 

 

腹起し材幅（片側分）      （単位：ｍ） 

地盤 掘削深 部材形状 腹起し材幅 摘要 

普 

通 

地 

盤 

 

1.5＜Ｈ≦3.0 
軽量 

□－120×120 
0.12  

3.0＜Ｈ≦4.0 
Ｈ形鋼 

Ｈ－200 
0.20  

粘 

性 

土 

4.0＜Ｈ≦5.0 
Ｈ形鋼 

Ｈ－350 
0.35  

5.0＜Ｈ≦6.0 
Ｈ形鋼 

Ｈ－400 
0.40  

砂 

質 

土 

4.0＜Ｈ≦5.0 
Ｈ形鋼 

Ｈ－300 
0.30  

5.0＜Ｈ≦6.0 
Ｈ形鋼 

Ｈ－350 
0.35  

軟
弱
地
盤 

 1.5＜Ｈ≦3.0 
軽量 

□－120×120 
0.12  

粘 

性 

土 

3.0＜Ｈ≦4.0 
Ｈ形鋼 

Ｈ－300 
0.30  

4.0＜Ｈ≦5.0 
Ｈ形鋼 

Ｈ－350 
0.35  

5.0＜Ｈ≦6.0 
Ｈ形鋼 

Ｈ－400 
0.40  

砂 

質 

土 

3.0＜Ｈ≦5.0 
Ｈ形鋼 

Ｈ－300 
0.30  

5.0＜Ｈ≦6.0 
Ｈ形鋼 

Ｈ－350 
0.35  

硬質地盤 

1.5＜Ｈ≦2.5 
軽量 

□－120×120 
0.12  

2.5＜Ｈ≦3.0 
Ｈ形鋼 

Ｈ－200 
0.20  

3.0＜Ｈ≦4.0 
Ｈ形鋼 

Ｈ－300 
0.30  

4.0＜Ｈ≦6.0 
Ｈ形鋼 

Ｈ－350 
0.35  
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（３）管布設作業幅（ｂ）は次式による。 

ｂ＝ｂ1＋２×ｂ2････････････････････････････････････････････････････････（式１－４） 

（注）ｂの値が 0.70ｍ以下の場合は 0.70ｍとする。 

ｂ1：管外径（ｍ） 

（ソケット以外の直線部とする。） 

ｂ2：余裕幅（片側分）（ｍ） 

余裕幅（両側分）は 0.6ｍとする。 

注）両側分とは、２×ｂ2の値である。 

（４）矢板別加算幅（ｃ） 

 

矢板別加算幅（両側分）    （単位:ｍ） 

矢板種別 加算幅（両側分） 摘要 

軽 量 鋼 矢 板 0.10 建込工法を含む 

横 矢 板 0.10  

鋼 矢 板 Ⅱ 型 0.20  

鋼 矢 板 Ⅲ 型 0.25  

備考 両側分とは、２×Ｃの値である。 

（５）コンクリート基礎築造に必要な作業幅（ｄ）は次式による。 

ｄ＝ｄ1＋２×ｄ2･･･････････････････････････････････････････････････････（式１－５） 

ｄl：コンクリート基礎幅（東京都下水道設計標準による。）（ｍ） 

ｄ2：基礎築造に必要な余裕幅（片側分）（ｍ） 

 

余裕幅     （単位：ｍ） 

コンクリート打設高（Ｈ1） 余裕幅（両側分） 

0.10＜Ｈ1≦0.20 0.60 

0.20＜Ｈ1≦O.50 0.70 

0.50＜Ｈ1≦0.80 0.80 

0.80＜Ｈ1≦1.10 0.90 

1.10＜Ｈ1 1.00 

備考  １．Ｈ1は東京都下水道設計標準のコンクリート基礎構造図による。 
２．両側分とは、２×ｄ2の値である。 

（６）バックホウ掘削に必要な幅 

掘削幅＝バケット幅＋余裕幅＋腹起し材幅＋矢板材の厚 

余裕幅（両側分）は 0.15ｍとする。 

 

（７）掘削幅のまるめ方 

掘削幅（Ｂ）は５㎝単位とし、まるめ方は直近上位とする。 

ただし、計算した値の端数が１㎝に満たない部分は切り捨てるものとする。 

まるめ方の例を次に示す。 

（計算結果）＝1.162 ⇒1.20ｍ 

（計算結果）＝1.456 ⇒1.45ｍ 
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付図－９ 既設雨水ます取付管布設替標準図 
 
 
１ 既設雨水ますの取付管は、本管掘削内に露出する部分について布設替えを行う。 
２ 既設の陶管及び鉄筋コンクリート管と、新設の硬質塩化ビニル管との接続は、下記のとおりとす

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

寸法表（単位：㎜） 
 差口外径 管厚 受口内径 差口長さ 受口長さ 

呼び径 D ｔ 
（最小） 

ｄ 
（最小） 

・１ 

（最小） 
・２ 

（最小） 
150 165.0±0.5 5.1±0.8 213.5 105 95 
200 216.0±0.7 6.5±1.0 274.0 132 95 

注１ 材質は、下水道用硬質塩化ビニル管（JSWAS K-1）に準ずる。 
２ 差口の面取は、東京都下水道局設計標準による。 

 
 
  

標準接続図 陶管継手用詳細図 
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付図－１０ 管きょ布設年号表示用キャップの配置 

 
 

管きょ布設年号表示用キャップは、人孔蓋に設置することで、維持管理や各種現場調査等での活用

を図るためのものである。キャップの配置等は、以下のとおりである。 

 
図-1 人孔表面デザインと管きょ布設年号表示用キャップ例 

表-1 管きょ布設年号表示用キャップの配置 

キャップ 
図例 

        
文字番号の 
名称と種類 人孔番号：01～99 識別番号：0A～9A 

～0R～9R 
起工年度番号： 

00～99  

入力する番号 SEMIS 人孔番号の

下 2 桁 

SEMIS 人孔番号の管理

図番号と小図面番号を計

算式で変換したもの 

起工年度（西暦）の

下２桁 

キャップの色 合流管、汚水管：黄色  
雨水管：青色  緑色 1900 年代：黄色  

2000 年代：青色  

備考 

（１）人孔番号について 

・SEMIS で使用している人孔番号は、管理図番号、小図面番号、番号からなる 9桁の番号である。 
人孔番号 

管理図番号 小図面番号 番号 

1 8 1 8 2 C 0 0 1 

・新設人孔、撤去新設人孔の場合、新たに人孔番号を設定する。人孔改造（蓋の交換を含む。）の

場合、人孔番号の新たな取得はしない（既存人孔番号を変更しない。）。 

・人孔番号、識別番号及び文字キャップの購入については、監督員の指示による。 

（２）注意事項 

・キャップに用いる「管きょ布設年度」は、当該人孔下流側管きょの撤去新設工事（内面被覆を含

む）の起工年度とする。ただし、RA 路線の場合、当初布設の起工年度とする。 

・人孔ますの全てのキャップ、圧送管、送泥管及び再生水管の人孔番号のキャップは無地で黄色と

する。 

 

 

01 0H 3H 60 

管きょ布設年号表示用キャップ 


